Ⅴ．日銀ネットの運行

１．通常の運行

日銀ネットは、日本銀行の営業日に運行します。
利用先は、電文毎に定められたセンターへの送信可能な時間帯（以下「入力時間帯」といいます。）において、センターに電文を送信することができます。また、利用先は、当座勘定取引、外国為替円決済制度関係事務および国債振替決済関係事務の区分毎に定められたすべての利用先が日銀ネットを利用する時間帯（以下「コアタイム」といいます。）において、当該区分に応じた利用業務を行うことができる事務処理体制を確保してください。
利用先は、コアタイム終了時刻以後、２．（２）または（３）に定めるとおり、当日の当座勘定残高または国債残高を確定させる処理（以下「当日処理終了」といいます。）を行うことができます（注）。
なお、日本銀行本店を日銀ネット主管店とする利用先または日本銀行支店を日銀ネット主管店とする利用先の別に応じて、異なる入力時間帯が設定されていますので注意してください。
日々の運行を示すとそれぞれ次のとおりです。

（注）当日処理終了により確定される当座勘定の残高は、当日処理終了を行った時点における当座勘定および当座勘定（同時決済口）の合計残高に相当します。日本銀行は、当座勘定（同時決済口）取引関係事務に関する電文送信を締切る時刻が到来した場合において、当該当座勘定（同時決済口）に残高があるときは、自己勘定間振替を行い、当該当座勘定（同時決済口）の残高を当座勘定に振替えます。
（日本銀行本店を日銀ネット主管店とする利用先）

午前

７：３０　[センターとの接続処理開始]

	○　日本銀行は、午前７時３０分までにセンターにおいてシステムの開始処理を行い、利用先がセンターとの接続処理を行える状態にします（注）。


（注）延長日（日本銀行が、全銀ネットからの事前の依頼（当日の依頼を除きます。）にもとづき、為替決済にかかる決済開始時刻を午後４時１５分から６０分繰下げる月末日（年末日を除きます。）をいいます。以下同じです。）においては、午前６時３０分となります。
［端末操作手順：第３編参照］

　[照会データファイル取得電文および端末ローカル電文等の送信開始]

	○　利用先は、照会データファイル取得電文、端末ローカル電文ならびに業務処理中区分が「照会」（当日処理終了に関する照会を除く。）、「受信コード種類等」および「パラメータ照会」である業務電文を午前７時３０分より送信することができます（注）。


（注）延長日においては、午前６時３０分となります。

↓

午前

８：００　[当座勘定取引に関する電文等の送信開始]

	○　利用先は、次の利用業務に関する電文を午前８時より送信することができます（以降、特に断りのない限り、照会データファイル取得電文および業務処理中区分が「照会」である業務電文は除く。）。

・当座勘定取引（払戻請求および同取消・訂正）

・現金受払関係事務（戸田分館）


↓

午前

８：３０　[当座勘定取引に関する電文等の送信開始]

	○　利用先は、次の利用業務に関する電文を午前８時３０分より送信することができます（注１）。

・当座勘定取引（払戻請求および同取消・訂正を除く。）

・準備預金関係事務

・当座勘定（同時決済口）取引関係事務

・外国為替円決済制度関係事務

・国債売買関係事務（注２）
・金利スワップ担保国債管理関係事務

・相対型電子貸付関係事務（相対型電子借入返済ＯＫサイン）

・入札型電子貸付関係事務（注３）
・担保関係事務（振替社債等の担保受払を除く。）

・国債発行関係事務（注４）
・国債振替決済関係事務（注５）
・国債資金同時受渡関係事務（受払日の前営業日に送信された国債資金同時受渡依頼に対する決済指示を除く。）


（注１）延長日においては、午前７時３０分となります。

（注２）売渡国債明細および国債売買確認サインは、募入決定通知受信後、送信してください。

（注３）入札型電子借入内容確認サインは、募入決定通知受信後、送信してください。

（注４）入札要項は、国債入札実施要項通知受信後、送信してください。
（注５）利子配分先変更終了・取消は、利払日の前営業日における国債振替決済利子配分先変更処理（事前入力分）終了通知受信後、送信してください。

↓

午前

８：４５　[国債資金同時受渡関係事務に関する電文の送信開始]

	○　利用先は、国債資金同時受渡関係事務（受払日の前営業日に送信された国債資金同時受渡依頼に対する決済指示）に関する電文を午前８時４５分より送信することができます（注）。


（注）延長日においては、午前７時４５分となります。

　[当座勘定（同時決済口）取引関係事務および外国為替円決済制度関係事務に関する先日付取引受付処理]

	○　日本銀行は、当座勘定（同時決済口）取引関係事務および外国為替円決済制度関係事務に関する先日付取引受付処理を行います（注）。


（注）延長日においては、午前７時４５分となります。
↓

午前

９：００　[コアタイムの開始]

	○　当座勘定取引、外国為替円決済制度関係事務および国債振替決済関係事務に関するコアタイムを午前９時より開始します。
利用先は、営業日には午前９時までに端末装置を起動し、センターとの接続処理を完了してください（注）。


（注）コンピュータ接続先は、営業日には午前９時までにすべてのＣＰＵ接続制御コードについてＣＰＵ接続開始処理を完了してください。

［端末操作手順：第３編参照］

　[振替社債等資金同時受渡関係事務に関する電文等の送信開始]

	○　利用先は、次の利用業務に関する電文を午前９時より送信することができます。

・振替社債等資金同時受渡関係事務

・相対型電子貸付関係事務（相対型電子借入申込・申込取消、補完貸付借入申込）

・担保関係事務（振替社債等の担保受払）


　[相対型電子借入返済ＯＫサインの送信]

	○　利用先は、相対型電子貸付関係事務における相対型電子借入返済ＯＫサインを、コアタイム開始後、速やかに送信してください。


　[入札要項通知・募入決定通知受信の送信]

	○　利用先は、金融調節等入札連絡事務における入札要項通知・募入決定通知受信を、入札要項通知または募入決定通知受信後、直ちに送信してください。


[応募通知の送信]

	○　利用先は、金融調節等入札連絡事務における応募通知を、入札要項通知受信後、当該通知に表示された締切時刻までに送信してください。


[入札要項の送信]

	○　利用先は、国債発行関係事務における入札要項を、国債入札実施要項通知受信後、同通知に表示された申込締切日時までに送信してください。


↓

午前

９：３０　［国債資金同時受渡（香港）関係事務に関する電文の送信開始］

	○　利用先は、国債資金同時受渡（香港）関係事務に関する電文を午前９時３０分より送信することができます。


↓

午前

１０：００　[担保関係事務に関する電文の送信締切]

	○　日本銀行は、担保関係事務（当日を差入日とする邦貨手形および証書貸付債権の担保差入）に関する電文送信を午前１０時に締切ります。


↓

午前

１０：３０　[多者間同時決済処理]

	○　日本銀行は、当座勘定（同時決済口）取引関係事務、外国為替円決済制度関係事務および振替社債等資金同時受渡関係事務における１回目の多者間同時決済処理を行います（注）。


（注）多者間同時決済処理は、１日に８回行います。２回目以降の当該処理は、それぞれ午前１１時３０分、午後０時３０分、午後１時３０分、午後２時３０分、午後３時２０分、午後４時２０分および午後５時３０分に行います。なお、本表において、２回目以降の当該処理にかかる記載は省略しています。
［多者間同時決済処理：利用細則（当座勘定(同時決済口)取引関係事務）第１編Ⅰ．参照］

↓

午前

１１：００　[個人向け国債の中途換金にかかる売渡]

	○　日本銀行は、個人向け国債の中途換金にかかる国債の受払および売渡代金入金店舗の当座勘定への売渡代金の入金を行います。


↓

午後

１：００　[払出先種別または受入先種別が供託口である元利払対象銘柄にかかる国債振替決済関係事務に関する電文の送信締切]

	○　日本銀行は、国債振替決済関係事務（払出先種別または受入先種別が供託口である元利払対象銘柄の口座振替）に関する利用先の電文送信を午後１時に締切ります。


↓

午後

１：１５　[国債売買関係事務に関する電文等の送信締切]

	○　日本銀行は、次の利用業務に関する利用先の電文送信を午後１時１５分に締切ります。

・国債売買関係事務（午前入札の日銀国債売現先（国債補完供給）にかかる国債売買確認サイン）

・国債資金同時受渡関係事務（国債売買関係事務における午前入札の日銀国債売現先（国債補完供給）にかかる決済指示（資金））


↓
午後

２：００　[受入先を日本銀行の参加者口座の種別名なしの種別の預り口とする国債振替決済関係事務に関する電文等の送信締切]

	○　日本銀行は、次の利用業務に関する利用先の電文送信を午後２時に締切ります（注）。

・国債振替決済関係事務（受入先を日本銀行の参加者口座の種別名なしの種別の預り口とする口座振替）
・国債資金同時受渡関係事務（国債受入先を日本銀行の参加者口座の預り口とする国債資金同時受渡依頼（当日を受払日とするものに限る。）および決済指示（国債）ならびに国債払出先を日本銀行の参加者口座の預り口とする決済指示（資金））


（注）予め日本銀行との間で合意した場合に限り、午後２時以後も午後４時３０分（元利払対象銘柄については、午後３時）までは送信することができます。
↓

午後

２：４５　[元利払対象銘柄にかかる国債資金同時受渡（香港）関係事務に関する電文等の送信締切]
	○　日本銀行は、国債資金同時受渡（香港）関係事務（元利払対象銘柄の国債資金同時受渡（香港）依頼、国債資金同時受渡（香港）依頼取消および決済指示（国債）（香港））に関する利用先の電文送信を午後２時４５分に締切ります。


↓

午後

３：００　[外国為替円決済制度関係事務に関するコアタイムの終了]

	○　外国為替円決済制度関係事務に関するコアタイムを午後３時に終了します。


　[手形交換尻決済]
	○　日本銀行は、手形交換尻決済にかかる当座勘定の入金または引落を行います。


　[当座勘定取引に関する電文等の送信締切]

	○　日本銀行は、次の利用業務に関する利用先の電文送信を午後３時に締切ります。

・当座勘定取引（支払依頼、当日取引による払戻請求（注１）および同取消・訂正ならびに海外預り金にかかる電文）（注２）
・現金受払関係事務（戸田分館）（当日取引による入金・払戻請求および同取消・訂正）

・外国為替円決済制度関係事務（当日取引である同時決済口支払指図伝送依頼）

・国債売買関係事務（午後入札の日銀国債売現先（国債補完供給）にかかる元利払対象銘柄の国債売買確認サイン）

・金利スワップ担保国債管理関係事務（元利払対象銘柄の受渡担保明細）

・担保関係事務（元利払対象銘柄の振決国債の担保受払）

・国債発行関係事務（払込ＯＫサインおよび代行払込ＯＫサイン）

・国債振替決済関係事務（払出先種別および受入先種別が供託口以外である元利払対象銘柄の口座振替等、個人向け国債の中途換金の売渡申込および同取消ならびに利払日が翌営業日の銘柄の利子配分先変更取消）（注３）
・国債資金同時受渡関係事務（当日を受払日とする元利払対象銘柄の国債資金同時受渡依頼、国債売買関係事務以外における元利払対象銘柄の決済指示ならびに国債売買関係事務における決済指示（国債）、午後入札の日銀国債売現先（国債補完供給）にかかる元利払対象銘柄の決済指示（資金）および日銀国債売現先（国債補完供給）以外の決済指示（資金））（注３）


（注１）当日取引による払戻請求は、日銀当座勘定取引店において当座勘定の払戻を受ける場合に限り、送信することができます。
（注２）支払依頼のうち一部の国庫金取引にかかる電文の送信は、関係手続により日本銀行が指示する時刻または当該取引の関係官庁が要請する時刻に締切ります。また、海外預り金にかかる電文は、予め日本銀行との間で合意した場合に限り、午後３時以後も午後４時３０分までは送信することができます。
（注３）受入先を日本銀行の参加者口座の種別名なしの種別の預り口とする口座振替および国債受入先を日本銀行の参加者口座の預り口とする国債資金同時受渡依頼（当日を受払日とするものに限る。）の送信は、午後２時に締切ります（午後２：００の欄を参照してください。）。
　[共通事務に関する電文の送信開始]

	○　利用先は、共通事務（外国為替円決済制度関係事務の当日処理終了・取消および当日処理終了状況の照会）に関する電文を午後３時より送信することができます（注）。


（注）コンピュータ接続先は、外国為替円決済制度関係事務に関するコンピュータ接続の利用を終了する場合には、必要に応じて当日処理終了を行った後、該当のＣＰＵ接続制御コードについてＣＰＵ接続終了要求電文を送信してください。なお、午後９時到来までの間は、再度ＣＰＵ接続開始処理を行うことができます。
　[日銀ネット利用手数料等の引落]

	○　日本銀行は、日銀ネット利用手数料等の当座勘定からの引落を毎月２６日（休日の場合は翌営業日）に行います。


　[振決国債の期日担保返戻]

	○　日本銀行は、担保として差入れている振決国債の償還日（分離利息振決国債の場合には利払日）の前営業日に担保返戻を行います。


　[利子配分先変更処理（事前入力分）]

	○　日本銀行は、振決国債の利払日の前営業日に利子配分先変更処理（事前入力分）を行います。


↓

午後

３：３０　[国債売買関係事務に関する電文等の送信締切]

	○　日本銀行は、次の利用業務に関する利用先の電文送信を午後３時３０分に締切ります。

・国債売買関係事務（午後入札の日銀国債売現先（国債補完供給）にかかる元利払対象銘柄以外の国債売買確認サイン）

・国債資金同時受渡関係事務（国債売買関係事務における午後入札の日銀国債売現先（国債補完供給）にかかる元利払対象銘柄以外の決済指示（資金））


↓

午後

３：３５　[当座勘定（同時決済口）取引関係事務に関する電文の送信締切]

	○　日本銀行は、当座勘定（同時決済口）取引関係事務（内国為替の振替依頼および同取消）に関する利用先の電文送信を午後３時３５分に締切ります（注）。


（注）延長日においては、午後４時３５分となります。

↓

午後

４：００　[担保関係事務に関する電文の送信締切]

	○　日本銀行は、担保関係事務（振替社債等の担保受払）に関する利用先の電文送信を午後４時に締切ります。


↓

午後

４：１５　[入札型電子貸付関係事務に関する電文の送信締切]

	○　日本銀行は、入札型電子貸付関係事務に関する利用先の電文送信を午後４時１５分に締切ります（注１）（注２）。


（注１）延長日においては、午後５時１５分となります。
（注２）入札型電子借入利息支払ＯＫサインは、利用細則（当座勘定取引）に定める延長日であるか否かにかかわらず、午後２時までに送信してください。
[為替決済]

	○　日本銀行は、為替決済にかかる当座勘定の入金または引落を行います（注）。


（注）延長日においては、午後５時１５分となります。

↓

午後

４：３０　[国債振替決済関係事務に関するコアタイムの終了]

	○　国債振替決済関係事務に関するコアタイムを午後４時３０分に終了します。


　[当座勘定取引に関する電文等の送信締切]

	○　日本銀行は、次の利用業務に関する利用先の電文送信を午後４時３０分に締切ります。

・当座勘定取引（先日付取引による払戻請求および同取消・訂正）

・現金受払関係事務（戸田分館）（先日付取引による入金・払戻請求および同取消・訂正）

・国債売買関係事務（日銀国債買入（固定利回り）および物価連動国債の国整基金国債買入（追加入札）にかかる国債売買確認サイン）

・国債振替決済関係事務（払出先種別または受入先種別が供託口または政府担保口である元利払対象銘柄以外の口座振替）


　[共通事務に関する電文の送信開始]

	○　利用先は、共通事務（国債振替決済関係事務の当日処理終了・取消および当日処理終了状況の照会）に関する電文を午後４時３０分より送信することができます（注）。


（注）コンピュータ接続先は、国債振替決済関係事務に関するコンピュータ接続の利用を終了する場合には、必要に応じて当日処理終了を行った後、該当のＣＰＵ接続制御コードについてＣＰＵ接続終了要求電文を送信してください。なお、午後９時到来までの間は、再度ＣＰＵ接続開始処理を行うことができます。

↓
午後

５：００　[当座勘定取引に関するコアタイムの終了]

	○　当座勘定取引に関するコアタイムを午後５時に終了します。


　[当座勘定取引に関する電文等の送信締切]

	○　日本銀行は、次の利用業務に関する利用先の電文送信を午後５時に締切ります。

・当座勘定取引（逆引通知）（注）
・振替社債等資金同時受渡関係事務（注）
・国債発行関係事務（発行日の前営業日における新規記録等ならびに新規記録等訂正入力画面呼出しおよび新規記録等訂正（取消・訂正区分：全項目訂正））


（注）延長日においては、午後６時となります。

　[共通事務に関する電文の送信開始]

	○　利用先は、共通事務（当座勘定取引の当日処理終了・取消および当日処理終了状況の照会）に関する電文を午後５時より送信することができます（注）。


（注）コンピュータ接続先は、当座勘定取引に関するコンピュータ接続の利用を終了する場合には、必要に応じて当日処理終了を行った後、該当のＣＰＵ接続制御コードについてＣＰＵ接続終了要求電文を送信してください。以後、全ての利用業務について当日のコンピュータ接続の利用を終了することもできます。なお、午後９時到来までの間は、再度ＣＰＵ接続開始処理を行うことができます。

↓
午後

５：１５　[国債資金同時受渡（香港）関係事務に関する電文等の送信締切]
	○　日本銀行は、国債資金同時受渡（香港）関係事務（元利払対象銘柄以外の国債資金同時受渡（香港）依頼、国債資金同時受渡（香港）依頼取消および決済指示（国債）（香港）ならびに検証結果不一致（香港））に関する利用先の電文送信を午後５時１５分に締切ります。


↓
午後

８：３０　[当座勘定（同時決済口）取引関係事務に関する電文の送信締切]

	○　日本銀行は、当座勘定（同時決済口）取引関係事務（当日取引による振替依頼、待機順序変更および自己勘定間振替）に関する利用先の電文送信を午後８時３０分に締切ります。


↓

午後

８：４５　[相対型電子貸付関係事務に関する電文の送信締切]

	○　日本銀行は、相対型電子貸付関係事務に関する利用先の電文送信を午後８時４５分に締切ります。


↓

午後

９：００　[当座勘定取引に関する電文等の送信締切]

	○　日本銀行は、照会データファイル取得電文、端末ローカル電文ならびに業務処理中区分が「照会」（当日処理終了に関する照会を除く。）、「受信コード種類等」および「パラメータ照会」である業務電文を除き、利用先の電文送信を午後９時までに全て締切ります。なお、次の利用業務に関する電文が午後９時の送信締切の対象となります。

・当座勘定取引（振替依頼）

・準備預金関係事務（注１）
・当座勘定（同時決済口）取引関係事務（先日付取引による振替依頼および同取消）

・外国為替円決済制度関係事務（通常口支払指図伝送依頼、先日付取引である同時決済口支払指図伝送依頼および同取消ならびにメッセージ電文の伝送依頼）

・金利スワップ担保国債管理関係事務（元利払対象銘柄以外の受渡担保明細）（注２）
・担保関係事務（元利払対象銘柄以外の振決国債の担保受払ならびに翌営業日を差入日とする邦貨手形および証書貸付債権の担保差入）
・国債発行関係事務（払込ＯＫサイン、代行払込ＯＫサインならびに発行日の前営業日における新規記録等ならびに新規記録等訂正入力画面呼出しおよび新規記録等訂正（取消・訂正区分：全項目訂正）を除く。）（注３）（注４）
・国債振替決済関係事務（元利払対象銘柄以外の口座振替等（払出先種別または受入先種別が供託口または政府担保口である口座振替を除く。）、利子配分先変更、利払日が２営業日後の銘柄の利子配分先変更取消および利子配分先変更終了・取消）（注５）
・国債資金同時受渡関係事務（当日を受払日とする元利払対象銘柄以外の国債資金同時受渡依頼、翌営業日を受払日とする国債資金同時受渡依頼、国債売買関係事務以外における元利払対象銘柄以外の決済指示、国債資金同時受渡依頼取消および決済指示取消）（注５）
・共通事務（当日処理終了・取消および当日処理終了状況の照会）


（注１）報告期限当日の場合には、午後３時となります。
（注２）担保受払に関する電文送信を締切る時刻に関する具体的な取扱いは、財務省がスワップ取引先に対して別途定めるところによります。

（注３）応募金額報告締切日における応募金額報告の送信は、募集取扱要項の通知に記載された締切時刻に締切ります。

（注４）発行日における新規記録等訂正入力画面呼出しおよび新規記録等訂正（取消・訂正区分：代金払込方法訂正）の送信は、代行払込先が代行払込ＯＫサインを送信した時に締切ります。

（注５）受入先を日本銀行の参加者口座の種別名なしの種別の預り口とする国債振替決済関係事務に関する電文および国債受入先または国債払出先を日本銀行の参加者口座の預り口とする国債資金同時受渡関係事務に関する電文の送信は、午後２時に締切ります（午後２：００の欄を参照してください。）。
↓

午後

１０：００　[照会データファイル取得電文および端末ローカル電文等の送信締切]

	○　日本銀行は、照会データファイル取得電文、端末ローカル電文ならびに業務処理中区分が「照会」（当日処理終了に関する照会を除く。）、「受信コード種類等」および「パラメータ照会」である業務電文に関する利用先の電文送信を午後１０時に締切ります。


　[日銀ネットの利用終了（センターとの接続切断）]

	○　利用先は、日銀ネットの利用が終了した場合には、午後１０時到来までの間に、端末操作者がサインオフを行った後に端末装置に表示されるサインオン画面の終了ボタンを押して、センターとの接続を切断してください（注）。


（注）コンピュータ接続先のうち、ＣＰＵ接続終了処理を完了していない先は、午前０時以降に日本銀行より送信される当営業日の処理済件数を確認のうえ、ＣＰＵ接続最終通知応答電文を送信し、当日のコンピュータ接続の利用を終了してください。
［端末操作手順：第３編参照］

↓

翌営業日

午前

６：３０まで　[センターで自動的に行う当座勘定の入金または引落等]

	○　日本銀行は、次の処理を翌営業日の午前６時３０分までにセンターで自動的に行います。

・代理店保証額および歳入代理店保証額の増額または減額

・共通担保の時価または掛目の変更に伴う担保価額の変更

・国債条件付売買および日銀国債売現先（米ドルオペ用担保国債供給）において日本銀行が売買先に対し有する純与信額の更新

・振替社債等の定時償還または一部繰上償還に伴う担保価額の減額

・振決国債の元利金の当座勘定への入金

・振決国債の利子にかかる精算税額の当座勘定への入金

・国庫国債事務取扱等手数料の当座勘定への入金

・国債条件付売買、日銀国債売現先（国債補完供給）および日銀国債売現先（米ドルオペ用担保国債供給）の売買国債にかかる利子精算金の当座勘定の入金または引落
・当座貸越延滞利息の当座勘定からの引落
・振決国債以外の期日担保返戻


（日本銀行支店を日銀ネット主管店とする利用先）

午前

７：３０　[センターとの接続処理開始]

	○　日本銀行は、午前７時３０分までにセンターにおいてシステムの開始処理を行い、利用先がセンターとの接続処理を行える状態にします（注）。


（注）延長日においては、午前６時３０分となります。

［端末操作手順：第３編参照］

　[照会データファイル取得電文および端末ローカル電文等の送信開始]

	○　利用先は、照会データファイル取得電文、端末ローカル電文ならびに業務処理中区分が「照会」（当日処理終了に関する照会を除く。）、「受信コード種類等」および「パラメータ照会」である業務電文を午前７時３０分より送信することができます（注）。


（注）延長日においては、午前６時３０分となります。

↓

午前

８：００　[当座勘定取引に関する電文等の送信開始]

	○　利用先は、当座勘定取引（払戻請求および同取消・訂正）に関する電文を午前８時より送信することができます（以降、特に断りのない限り、照会データファイル取得電文および業務処理中区分が「照会」である業務電文は除く。）。


↓

午前

８：３０　[当座勘定取引に関する電文等の送信開始]

	○　利用先は、次の利用業務に関する電文を午前８時３０分より送信することができます（注１）。

・当座勘定取引（払戻請求および同取消・訂正を除く。）

・準備預金関係事務

・当座勘定（同時決済口）取引関係事務

・外国為替円決済制度関係事務

・相対型電子貸付関係事務（相対型電子借入返済ＯＫサイン）

・入札型電子貸付関係事務（注２）
・担保関係事務（振替社債等の担保受払を除く。）

・国債発行関係事務（注３）
・国債振替決済関係事務（注４）
・国債資金同時受渡関係事務（受払日の前営業日に送信された国債資金同時受渡依頼に対する決済指示を除く。）


（注１）延長日においては、午前７時３０分となります。

（注２）入札型電子借入内容確認サインは、募入決定通知受信後、送信してください。

（注３）入札要項は、国債入札実施要項通知受信後、送信してください。

（注４）利子配分先変更終了・取消は、利払日の前営業日における国債振替決済利子配分先変更処理（事前入力分）終了通知受信後、送信してください。

↓

午前

８：４５　[国債資金同時受渡関係事務に関する電文の送信開始]

	○　利用先は、国債資金同時受渡関係事務（受払日の前営業日に送信された国債資金同時受渡依頼に対する決済指示）に関する電文を午前８時４５分より送信することができます（注）。


（注）延長日においては、午前７時４５分となります。

　[当座勘定（同時決済口）取引関係事務および外国為替円決済制度関係事務に関する先日付取引受付処理]

	○　日本銀行は、当座勘定（同時決済口）取引関係事務および外国為替円決済制度関係事務に関する先日付取引受付処理を行います。


（注）延長日においては、午前７時４５分となります。

↓

午前

９：００　[コアタイムの開始]

	○　当座勘定取引、外国為替円決済制度関係事務および国債振替決済関係事務に関するコアタイムを午前９時より開始します。

利用先は、営業日には午前９時までに端末装置を起動し、センターとの接続処理を完了してください（注）。


（注）コンピュータ接続先は、営業日には午前９時までにすべてのＣＰＵ接続制御コードについてＣＰＵ接続開始処理を完了してください。

［端末操作手順：第３編参照］

　[振替社債等資金同時受渡関係事務に関する電文等の送信開始]

	○　利用先は、次の利用業務に関する電文を午前９時より送信することができます。

・振替社債等資金同時受渡関係事務

・相対型電子貸付関係事務（相対型電子借入申込・申込取消、補完貸付借入申込）

・担保関係事務（振替社債等の担保受払）


　[相対型電子借入返済ＯＫサインの送信]

	○　利用先は、相対型電子貸付関係事務における相対型電子借入返済ＯＫサインを、コアタイム開始後、速やかに送信してください。


　[入札要項通知・募入決定通知受信の送信]

	○　利用先は、金融調節等入札連絡事務における入札要項通知・募入決定通知受信を、入札要項通知または募入決定通知受信後、直ちに送信してください。


　[応募通知の送信]

	○　利用先は、金融調節等入札連絡事務における応募通知を、入札要項通知受信後、当該通知に表示された締切時刻までに送信してください。


　[入札要項の送信]

	○　利用先は、国債発行関係事務における入札要項を、国債入札実施要項通知受信後、同通知に表示された申込締切日時までに送信してください。


↓

午前

９：３０　［国債資金同時受渡（香港）関係事務に関する電文の送信開始］
	○　利用先は、国債資金同時受渡（香港）関係事務に関する電文を午前９時３０分より送信することができます。


↓

午前

１０：００　[担保関係事務に関する電文の送信締切]

	○　日本銀行は、担保関係事務（当日を差入日とする邦貨手形および証書貸付債権の担保差入）に関する電文送信を午前１０時に締切ります。


↓

午前

１０：３０　[多者間同時決済処理]

	○　日本銀行は、当座勘定（同時決済口）取引関係事務、外国為替円決済制度関係事務および振替社債等資金同時受渡関係事務における１回目の多者間同時決済処理を行います（注）。


（注）多者間同時決済処理は、１日に８回行います。２回目以降の当該処理は、それぞれ午前１１時３０分、午後０時３０分、午後１時３０分、午後２時３０分、午後３時２０分、午後４時２０分および午後５時３０分に行います。なお、本表において、２回目以降の当該処理にかかる記載は省略しています。
［多者間同時決済処理：利用細則（当座勘定(同時決済口)取引関係事務）第１編Ⅰ．参照］

↓
午前

１１：００　[個人向け国債の中途換金にかかる売渡]

	○　日本銀行は、個人向け国債の中途換金にかかる国債の受払および売渡代金入金店舗の当座勘定への売渡代金の入金を行います。


↓
午後

１：００　[払出先種別または受入先種別が供託口である元利払対象銘柄の国債振替決済関係事務に関する電文の送信締切]

	○　日本銀行は、国債振替決済関係事務（払出先種別または受入先種別が供託口である元利払対象銘柄の口座振替）に関する利用先の電文送信を午後１時に締切ります。


↓

午後

２：４５　[元利払対象銘柄にかかる国債資金同時受渡（香港）関係事務に関する電文の送信締切]
	○　日本銀行は、国債資金同時受渡（香港）関係事務（元利払対象銘柄の国債資金同時受渡（香港）依頼、国債資金同時受渡（香港）依頼取消および決済指示（国債）（香港））に関する利用先の電文送信を午後２時４５分に締切ります。


↓

午後

３：００　[外国為替円決済制度関係事務に関するコアタイムの終了]

	○　外国為替円決済制度関係事務に関するコアタイムを午後３時に終了します。


　[当座勘定取引に関する電文等の送信締切]

	○　日本銀行は、次の利用業務に関する利用先の電文送信を午後３時に締切ります。

・当座勘定取引（支払依頼ならびに当日取引による払戻請求および同取消・訂正）（注）
・外国為替円決済制度関係事務（当日取引である同時決済口支払指図伝送依頼）

・担保関係事務（元利払対象銘柄の振決国債の担保受払）

・国債発行関係事務（払込ＯＫサインおよび代行払込ＯＫサイン）

・国債振替決済関係事務（払出先種別および受入先種別が供託口以外である元利払対象銘柄の口座振替等、個人向け国債の中途換金の売渡申込および同取消ならびに利払日が翌営業日の銘柄の利子配分先変更取消）

・国債資金同時受渡関係事務（当日を受払日とする元利払対象銘柄の国債資金同時受渡依頼および国債売買関係事務以外における元利払対象銘柄の決済指示）


（注）支払依頼のうち一部の国庫金取引にかかる電文の送信は、関係手続により日本銀行が指示する時刻または当該取引の関係官庁が要請する時刻に締切ります。

　[共通事務に関する電文の送信開始]

	○　利用先は、共通事務（外国為替円決済制度関係事務の当日処理終了・取消および当日処理終了状況の照会）に関する電文を午後３時より送信することができます（注）。


（注）コンピュータ接続先は、外国為替円決済制度関係事務に関するコンピュータ接続の利用を終了する場合には、必要に応じて当日処理終了を行った後、該当のＣＰＵ接続制御コードについてＣＰＵ接続終了要求電文を送信してください。なお、午後９時到来までの間は、再度ＣＰＵ接続開始処理を行うことができます。
　[日銀ネット利用手数料等の引落]

	○　日本銀行は、日銀ネット利用手数料等の当座勘定からの引落を毎月２６日（休日の場合は翌営業日）に行います。


　[振決国債の期日担保返戻]

	○　日本銀行は、担保として差入れている振決国債の償還日（分離利息振決国債の場合には利払日）の前営業日に担保返戻を行います。


　[利子配分先変更処理（事前入力分）]

	○　日本銀行は、振決国債の利払日の前営業日に利子配分先変更処理（事前入力分）を行います。


↓

午後

３：３５　[当座勘定（同時決済口）取引関係事務に関する電文の送信締切]

	○　日本銀行は、当座勘定（同時決済口）取引関係事務（内国為替の振替依頼および同取消）に関する利用先の電文送信を午後３時３５分に締切ります（注）。


（注）延長日においては、午後４時３５分となります。

↓

午後

４：００　[担保関係事務に関する電文の送信締切]

	○　日本銀行は、担保関係事務（振替社債等の担保受払）に関する利用先の電文送信を午後４時に締切ります。


↓

午後

４：１５　[入札型電子貸付関係事務に関する電文の送信締切]

	○　日本銀行は、入札型電子貸付関係事務に関する利用先の電文送信を午後４時１５分に締切ります（注１）（注２）。


（注１）延長日においては、午後５時１５分となります。
（注２）入札型電子借入利息支払ＯＫサインは、利用細則（当座勘定取引）に定める延長日であるか否かにかかわらず、午後２時までに送信してください。
[為替決済]

	○　日本銀行は、為替決済にかかる当座勘定の入金または引落を行います（注）。


（注）延長日においては、午後５時１５分となります。

↓
午後

４：３０　[国債振替決済関係事務に関するコアタイムの終了]

	○　国債振替決済関係事務に関するコアタイムを午後４時３０分に終了します。


　[当座勘定取引に関する電文等の送信締切]

	○　日本銀行は、次の利用業務に関する利用先の電文送信を午後４時３０分に締切ります。

・当座勘定取引（先日付取引による払戻請求および同取消・訂正）

・当座勘定（同時決済口）取引関係事務（当日取引による振替依頼、待機順序変更および自己勘定間振替）（注）
・振替社債等資金同時受渡関係事務（同時決済口払込依頼および同取消）（注）

・国債振替決済関係事務（払出先種別または受入先種別が供託口または政府担保口である元利払対象銘柄以外の口座振替）


（注）延長日においては、午後５時３０分となります。

　[共通事務に関する電文の送信開始]

	○　利用先は、共通事務（国債振替決済関係事務の当日処理終了・取消および当日処理終了状況の照会）に関する電文を午後４時３０分より送信することができます（注）。


（注）コンピュータ接続先は、国債振替決済関係事務に関するコンピュータ接続の利用を終了する場合には、必要に応じて当日処理終了を行った後、該当のＣＰＵ接続制御コードについてＣＰＵ接続終了要求電文を送信してください。なお、午後９時到来までの間は、再度ＣＰＵ接続開始処理を行うことができます。

↓

午後
４：４５　[相対型電子貸付関係事務に関する電文の送信締切]

	○　日本銀行は、相対型電子貸付関係事務に関する利用先の電文送信を午後４時４５分に締切ります（注）。


（注）延長日においては、午後５時４５分となります。

↓
午後

５：００　[当座勘定取引に関するコアタイムの終了]

	○　当座勘定取引に関するコアタイムを午後５時に終了します。


　[当座勘定取引に関する電文等の送信締切] 
	○　日本銀行は、次の利用業務に関する利用先の電文送信を午後５時に締切ります。

・当座勘定取引（振替依頼および逆引通知）（注）
・振替社債等資金同時受渡関係事務（入金依頼、通常口払込依頼および払込依頼等の不実行）
（注）
・外国為替円決済制度関係事務（通常口支払指図伝送依頼）（注）
・担保関係事務（元利払対象銘柄以外の振決国債の担保受払）（注）
・国債発行関係事務（発行日の前営業日における新規記録等ならびに新規記録等訂正入力画面呼出しおよび新規記録等訂正（取消・訂正区分：全項目訂正））
・国債振替決済関係事務（元利払対象銘柄以外の口座振替等（払出先種別または受入先種別が供託口または政府担保口である口座振替を除く。））（注）
・国債資金同時受渡関係事務（当日を受払日とする元利払対象銘柄以外の国債資金同時受渡依頼、国債売買関係事務以外における元利払対象銘柄以外の決済指示）（注）


（注）延長日においては、午後６時となります。

　[共通事務に関する電文の送信開始]

	○　利用先は、共通事務（当座勘定取引の当日処理終了・取消および当日処理終了状況の照会）に関する電文を午後５時より送信することができます（注）。


（注）コンピュータ接続先は、当座勘定取引に関するコンピュータ接続の利用を終了する場合には、必要に応じて当日処理終了を行った後、該当のＣＰＵ接続制御コードについてＣＰＵ接続終了要求電文を送信してください。以後、全ての利用業務について当日のコンピュータ接続の利用を終了することもできます。なお、午後９時到来までの間は、再度ＣＰＵ接続開始処理を行うことができます。

↓

午後

５：１５　[国債資金同時受渡（香港）関係事務に関する電文等の送信締切]
	○　日本銀行は、国債資金同時受渡（香港）関係事務（元利払対象銘柄以外の国債資金同時受渡（香港）依頼、国債資金同時受渡（香港）依頼取消および決済指示（国債）（香港）ならびに検証結果不一致（香港））に関する利用先の電文送信を午後５時１５分に締切ります。


↓
午後

９：００　[当座勘定取引に関する電文等の送信締切]

	○　日本銀行は、照会データファイル取得電文、端末ローカル電文ならびに業務処理中区分が「照会」（当日処理終了に関する照会を除く。）、「受信コード種類等」および「パラメータ照会」である業務電文を除き、利用先の電文送信を午後９時までに全て締切ります。なお、次の利用業務に関する電文が午後９時の送信締切の対象となります。

・準備預金関係事務（注１）
・当座勘定（同時決済口）取引関係事務（先日付取引による振替依頼および同取消）

・外国為替円決済制度関係事務（先日付取引である同時決済口支払指図伝送依頼および同取消ならびにメッセージ電文の伝送依頼）

・担保関係事務（翌営業日を差入日とする邦貨手形および証書貸付債権の担保差入）

・国債発行関係事務（払込ＯＫサイン、代行払込ＯＫサインならびに発行日の前営業日における新規記録等ならびに新規記録等訂正入力画面呼出しおよび新規記録等訂正（取消・訂正区分：全項目訂正）を除く。）（注２）（注３）
・国債振替決済関係事務（利子配分先変更、利払日が２営業日後の銘柄の利子配分先変更取消および利子配分先変更終了・取消）

・国債資金同時受渡関係事務（翌営業日を受払日とする国債資金同時受渡依頼、国債資金同時受渡依頼取消および決済指示取消）
・共通事務（当日処理終了・取消および当日処理終了状況の照会）


（注１）報告期限当日の場合には、午後３時となります。

（注２）応募金額報告締切日における応募金額報告の送信は、募集取扱要項の通知に記載された締切時刻に締切ります。

（注３）発行日における新規記録等訂正入力画面呼出しおよび新規記録等訂正（取消・訂正区分：代金払込方法訂正）の送信は、代行払込先が代行払込ＯＫサインを送信した時に締切ります。

↓

午後

１０：００　[照会データファイル取得電文および端末ローカル電文等の送信締切]

	○　日本銀行は、照会データファイル取得電文、端末ローカル電文ならびに業務処理中区分が「照会」（当日処理終了に関する照会を除く。）、「受信コード種類等」および「パラメータ照会」である業務電文に関する利用先の電文送信を午後１０時に締切ります。


　[日銀ネットの利用終了（センターとの接続切断）]

	○　利用先は、日銀ネットの利用が終了した場合には、午後１０時到来までの間に、端末操作者がサインオフを行った後に端末装置に表示されるサインオン画面の終了ボタンを押して、センターとの接続を切断してください（注）。


（注）コンピュータ接続先のうち、ＣＰＵ接続終了処理を完了していない先は、午前０時以降に日本銀行より送信される当営業日の処理済件数を確認のうえ、ＣＰＵ接続最終通知応答電文を送信し、当日のコンピュータ接続の利用を終了してください。
［端末操作手順：第３編参照］

↓

翌営業日

午前

６：３０まで　[センターで自動的に行う当座勘定の入金または引落等]

	○　日本銀行は、次の処理を翌営業日の午前６時３０分までにセンターで自動的に行います。

・代理店保証額および歳入代理店保証額の増額または減額

・共通担保の時価または掛目の変更に伴う担保価額の変更・振替社債等の定時償還または一部繰上償還に伴う担保価額の減額

・振決国債の元利金の当座勘定への入金

・振決国債の利子にかかる精算税額の当座勘定への入金

・国庫国債事務取扱等手数料の当座勘定への入金
・当座貸越延滞利息の当座勘定からの引落
・振決国債以外の期日担保返戻


２．当日処理終了

（１）当日処理終了の概要
利用先は、当日処理終了を行った場合には、当該日における次の表に掲げる業務処理区分の電文を送信することができなくなります（当該電文の送信を行った場合には、エラーとなります。）。また、他の利用先が、当日処理終了を行った利用先または当該利用先が属する金融機関等を相手方とする次の表に掲げる業務処理区分の電文を送信することもできなくなります（当該電文の送信を行った場合にも、エラーとなります。）。
また、日本銀行はコアタイムの終了後一斉に、利用先ではない当座勘定取引先および利用金融機関等ではない振決参加者の当日処理終了を行います。

なお、各業務処理区分の当日処理終了に関する取扱いについては、それぞれの利用細則を参照してください。
	当日処理終了の
ための区分
	当日処理終了の対象となる利用業務および業務処理区分（注１）

	
	利用業務
	業務処理区分

	当座勘定取引における当日処理終了
	当座勘定取引
	振替依頼

	
	
	逆引通知

	
	当座勘定（同時決済口）取引関係事務
	振替依頼（同時決済口）（注２）

	
	
	自己勘定間振替

	
	
	振替依頼・内国為替（同時決済口）

	
	振替社債等資金同時受渡関係事務
	入金依頼（振替社債等）

	
	
	払込依頼（振替社債等）

	
	
	払込依頼（振替社債等）（同時決済口）

	
	国債資金同時受渡関係事務
	国債資金同時受渡依頼（注２）

	
	
	決済指示（国債）

	
	
	決済指示（資金）

	外国為替円決済制度関係事務における当日処理終了
	外国為替円決済制度関係事務
	CUSTOMER TRANSFER

	
	
	BANK TRANSFER

	
	
	CUSTOMER TRANSFER（QUEUE OFFSET）（注２）

	
	
	BANK TRANSFER（QUEUE OFFSET）（注２）

	国債振替決済関係事務における当日処理終了
	担保関係事務
	担保差入（振決国債）

	
	
	担保返戻依頼（振決国債）

	
	
	担保差入（振決国債）（国債決済代行先用）

	
	
	担保返戻依頼（振決国債）（国債決済代行先用）

	
	国債振替決済関係事務
	口座振替

	
	
	元利分離

	
	
	元利統合


	国債振替決済関係事務における当日処理終了
	国債資金同時受渡関係事務
	国債資金同時受渡依頼（注２）

	
	
	決済指示（国債）

	
	
	決済指示（資金）

	
	国債資金同時受渡（香港）関係事務
	国債資金同時受渡（香港）依頼

	
	
	決済指示（国債）（香港）


（注１）当日処理終了を行う前または当日処理終了取消を行った後であっても、１．に定める送信締切時刻が到来している電文は送信できません。

（注２）当日処理終了の対象となるのは、当日取引による電文に限ります。

（２）日本銀行本店を日銀ネット主管店とする利用先による当日処理終了の入力等
イ．当日処理終了の入力
利用先は、コアタイム終了時刻以後、午後９時より前に当日の当座勘定残高または国債残高を異動させる業務処理区分の電文の送受信を全て終了する場合には、当日処理終了のための区分である当座勘定取引、外国為替円決済制度関係事務および国債振替決済関係事務の区分（注１）毎に、所定の端末操作手順（当座勘定取引における当日処理終了の業務処理区分コード 071101、外国為替円決済制度関係事務における当日処理終了の業務処理区分コード 071201、国債振替決済関係事務における当日処理終了の業務処理区分コード 071301）に従い、当日処理終了を行うことができます（注２）。
利用先は、当日処理終了を行う場合には、自店舗または自店舗が属する金融機関等が当該当日処理終了の対象となる業務処理区分の電文の送信を全て終えていることを確認した後に行ってください（注３）。
（注１）当日処理終了のための区分は、複数の利用業務に跨るものです（例えば、当日処理終了のための区分としての当座勘定取引の中には、利用業務としての当座勘定取引のみならず、当座勘定（同時決済口）取引関係事務等も含まれます。詳細は（１）に掲げた表を参照してください。）。
（注２）当座勘定取引における当日処理終了は金融機関等店舗毎に、外国為替円決済制度関係事務および国債振替決済関係事務に関する当日処理終了は、金融機関等毎に行います。また、これらの当日処理終了は、それぞれオンライン取引先、外為円決済母店またはオンライン振決参加者に属する一のオンライン振決参加者店舗が端末操作を行います。ロ．の当日処理終了取消についても同じです。
（注３）オンライン振決参加者店舗が複数あるオンライン振決参加者において当日処理終了を行う場合には、全てのオンライン振決参加者店舗において当日処理終了の対象となる業務処理区分の電文の送信を終えていることを確認したうえで、当日処理終了を行ってください。オンライン振決参加者に属する一のオンライン振決参加者店舗が国債振替決済関係事務における当日処理終了を行った場合には、当該オンライン振決参加者に属する全てのオンライン振決参加者店舗において当該電文を送信することができなくなります。

ロ．当日処理終了取消

利用先は、当日処理終了を行った後、午後９時到来までの間、所定の端末操作手順（当座勘定取引における当日処理終了の業務処理区分コード 071101、外国為替円決済制度関係事務における当日処理終了の業務処理区分コード 071201、国債振替決済関係事務における当日処理終了の業務処理区分コード 071301）に従い、当日処理終了を取消すことができます（以下「当日処理終了取消」といいます。）。

利用先は、当日処理終了取消を行った場合には、当該日における（１）に掲げた表の業務処理区分の電文を送信することが可能となります。また、他の利用先が、当日処理終了取消を行った利用先または当該利用先が属する金融機関等を相手方とする（１）に掲げた表の業務処理区分の電文を送信することも可能となります。

なお、当日処理終了の区分に複数の利用業務が含まれることがあります。当日処理終了取消を行う場合には、一の当日処理終了の区分に含まれる利用業務における全ての業務処理区分の電文の送信および自己を相手方とする当該電文の送信が可能となることに十分に注意してください。
利用先は、当日処理終了取消を行った後、当座勘定残高または国債残高を異動させる業務処理区分の電文の送受信が全て終了した場合には、イ．により再度当日処理終了を行うこともできます。
（３）日本銀行支店を日銀ネット主管店とする利用先による当日処理終了の入力等
イ．当日処理終了の入力
利用先は、午後５時（注１）までに当日の当座勘定残高または国債残高を異動させる業務処理区分の電文の送信を全て終了したうえで、コアタイム終了時刻から午後９時到来までの間に、当日処理終了のための区分である当座勘定取引、外国為替円決済制度関係事務および国債振替決済関係事務の区分（注２）毎に、所定の端末操作手順（当座勘定取引における当日処理終了の業務処理区分コード 071101、外国為替円決済制度関係事務における当日処理終了の業務処理区分コード 071201、国債振替決済関係事務における当日処理終了の業務処理区分コード 071301）に従い、当日処理終了を行うことができます（注３）。
利用先は、当日処理終了を行う場合には、自店舗または自店舗が属する金融機関等が当該当日処理終了の対象となる業務処理区分の電文の送信を全て終えていることを確認した後に行ってください（注４）。
（注１）延長日においては、午後６時となります。
（注２）当日処理終了のための区分は、複数の利用業務に跨るものです（例えば、当日処理終了のための区分としての当座勘定取引の中には、利用業務としての当座勘定取引のみならず、当座勘定（同時決済口）取引関係事務等も含まれます。詳細は（１）に掲げた表を参照してください。）。

（注３）当座勘定取引における当日処理終了は金融機関等店舗毎に、外国為替円決済制度関係事務および国債振替決済関係事務に関する当日処理終了は、金融機関等毎に行います。また、これらの当日処理終了は、それぞれオンライン取引先、外為円決済母店またはオンライン振決参加者に属する一のオンライン振決参加者店舗が端末操作を行います。ロ．の当日処理終了取消についても同じです。
（注４）オンライン振決参加者店舗が複数あるオンライン振決参加者において当日処理終了を行う場合には、全てのオンライン振決参加者店舗において当日処理終了の対象となる業務処理区分の電文の送信を終えていることを確認したうえで、当日処理終了を行ってください。オンライン振決参加者に属する一のオンライン振決参加者店舗が国債振替決済関係事務における当日処理終了を行った場合には、当該オンライン振決参加者に属する全てのオンライン振決参加者店舗において当該電文を送信することができなくなります。

ロ．当日処理終了取消

利用先は、当日処理終了を行った後、午後９時到来までの間、所定の端末操作手順（当座勘定取引における当日処理終了の業務処理区分コード 071101、外国為替円決済制度関係事務における当日処理終了の業務処理区分コード 071201、国債振替決済関係事務における当日処理終了の業務処理区分コード 071301）に従い、当日処理終了取消を行うことができます。
利用先は、当日処理終了取消を行った場合には、当該日における（１）に掲げた表の業務処理区分の電文を送信することが可能となります（注）。また、他の利用先が、当日処理終了取消を行った利用先または当該利用先が属する金融機関等を相手方とする（１）に掲げた表の業務処理区分の電文を送信することも可能となります。

なお、当日処理終了の区分に複数の利用業務が含まれることがあります。当日処理終了取消を行う場合には、一の当日処理終了の区分に含まれる利用業務における全ての業務処理区分の電文の送信および自己を相手方とする当該電文の送信が可能となることに十分に注意してください。
利用先は、当日処理終了取消を行った後、当座勘定残高または国債残高を異動させる業務処理区分の電文の送信が全て終了した場合には、イ．により再度当日処理終了を行うこともできます。
（注） （１）に掲げた表の業務処理区分の電文送信を締切る時刻が到来した後に、当該電文にかかる当日処理終了取消を行う必要が生じた場合には、予め日銀ネット主管店に連絡してください。
（４）当日処理終了状況の照会

利用先は、所定の端末操作手順（当座勘定取引における当日処理終了状況の照会にかかる業務処理区分コード 074101、外国為替円決済制度関係事務における当日処理終了状況の照会にかかる業務処理区分コード 074102、国債振替決済関係事務における当日処理終了状況の照会にかかる業務処理区分コード 074103）に従い、当座勘定取引、外国為替円決済制度関係事務または国債振替決済関係事務に関する当日処理終了の実行済または未実行を照会することができます。

３．入力延長

（１）入力延長の概要

システムの運行に関し、通常の入力時間帯では対処できないような事態が生じた場合には、日本銀行は、利用先に対して業務電文の送信を締切る時刻の延長（以下「入力延長」といいます。）を許可することがあります。

入力延長が許可された場合には、利用先における電文の送信に時間を要すると日銀ネット全体の運行がそれだけ遅延することとなりますので、利用先は迅速に電文の送信を終了する必要があります。

なお、端末ローカル機能処理、照会データファイル取得機能処理および業務処理中区分が「照会」であるコア機能処理のみを行うための入力延長、国債発行関係事務に関する入力延長、金融調節等入札連絡事務に関する入力延長、または共通事務に関する入力延長は認められません。

（２）入力延長の依頼

利用先は、やむを得ない事由により入力時間帯において電文の送信を終了する見込みがなく、かつその日のうちに当該電文の送信を行う必要がある場合には、事前に電話により下表左欄の当該電文が属する利用業務等に応じて、同右欄の日本銀行本支店に対して入力延長の依頼を行ってください。この場合、日本銀行は入力延長の事由等を聴取のうえ、入力延長の可否につき回答します。

なお、入力延長の依頼については、延長の必要性を認識した後直ちに行うようにしてください。日本銀行は、入力延長依頼の受付を、原則として電文の送信を締切る時刻の３０分前（注）に締切ります（詳細は各利用業務の利用細則を参照してください。）。

（注）国債資金同時受渡（香港）関係事務については、６０分前となります。

［入力延長：利用細則（当座勘定取引）第１編Ⅰ．２．参照］

［同：利用細則（当座勘定（同時決済口）取引関係事務）第１編Ⅰ．２．参照］

［同：利用細則（現金受払関係事務（戸田分館））第１編Ⅰ．２．参照］

［同：利用細則（振替社債等資金同時受渡関係事務）＜株式会社証券保管振替機構用＞
第１編５．参照］

［同：利用細則（振替社債等資金同時受渡関係事務）＜資金受入・払込先用＞

第１編Ⅰ．２．参照］

［同：利用細則（国債売買等関係事務）第１編Ⅰ．１１．参照］

［同：利用細則（相対型電子貸付関係事務）第１編４．参照］

［同：利用細則（入札型電子貸付（共通担保資金供給オペレーション）関係事務）

第１編４．参照］

［同：利用細則（担保関係事務）第１編Ⅰ．８．参照］

［同：利用細則（国債振替決済関係事務）第１編Ⅰ．７．参照］

［同：利用細則（国債資金同時受渡関係事務）第１編Ⅰ．５．参照］
［同：利用細則（国債資金同時受渡（香港）関係事務）第１編Ⅰ．４．参照］
［同：利用細則（金利スワップ担保国債管理関係事務）第１編３．参照］
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（注１）内国為替（同時決済口）取引入力締切時刻にかかる入力延長依頼については、全銀ネットを経由して日本銀行本店（業務局統括課業務運行統括グループ）に対して行ってください。
（注２）入力延長依頼は、株式会社証券保管振替機構を経由して行ってください。
（注３）入力延長依頼は、一般社団法人全国銀行協会を経由して行ってください。
（注４）入力延長依頼は、財務省を経由して行ってください。
［日銀当座勘定取引店：Ⅱ．２．（２）参照］

［貸付店：利用細則（相対型電子貸付関係事務）第１編１．参照］

［貸付店：利用細則（入札型電子貸付関係事務）第１編１．参照］

［担保取引店：利用細則（担保関係事務）第１編Ⅰ．１．参照］
［国債決済代行先：利用細則（担保関係事務）第１編Ⅰ．２．参照］
［担保差入代行先：利用細則（担保関係事務）第１編Ⅰ．２．参照］
（３）入力延長の停止

入力延長を許可された利用先は、所要の電文の送信が終了した場合には、速やかに入力延長依頼を行った日本銀行本支店あてにその旨を連絡してください。

日本銀行本支店は、当該連絡を受けた場合には、入力延長の停止予定時刻到来前であっても入力延長を停止します。また、利用先からの連絡がない場合でも、入力延長の停止予定時刻が経過したときは入力延長を停止します。
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